
第１回 西部工場再整備検討委員会 

次 第 

日時： 令和３年７月２日(金) 10:00～11:00 

会場： 西部工場 管理棟２階 研修室 

１ 開 会 

２ 委員・事務局の紹介 

３ 西部工場再整備検討委員会について（資料１） 

４ 委員長及び副委員長の選任 

５ 福岡市のごみ処理等の現況について 

（１）福岡市のごみ処理の現状と今後の計画について（資料２）

（２）福岡市のごみ処理施設の概要、西部工場の特徴と再整備の検討について

（資料３-１,３-２） 

６ 閉 会 

【配布資料】 
・資料１  西部工場再整備検討委員会について 

・資料２  福岡市のごみ処理の現状と今後の計画について 

・資料３-１ 福岡市のごみ処理施設の概要について

・資料３-２ 西部工場の特徴と再整備の検討について

【参考資料】 

・参考資料１-１ 西部工場再整備検討委員会に関する要綱

・参考資料１-２ 西部工場再整備検討委員会 委員名簿

・参考資料２  循環のまち・ふくおか推進プラン（原案）概要 

・参考資料３  廃棄物処理施設整備計画 



西部工場再整備検討委員会について 

１．西部工場再整備事業について 

現西部工場は、平成４年度の稼動開始後、29年が経過しており、老朽化が進行している。 
将来にわたり安定的かつ効率的なごみ処理体制を継続していくためには、全市的な施設配置バ
ランス等を踏まえ、西部地区に一定規模の施設が引き続き必要であることから、新たなごみ処理基
本計画（循環のまち・ふくおか推進プラン）の策定の進捗に合わせて、令和３年度より西部工場
再整備の検討に着手したところである。

２．検討委員会設置の趣旨 

 西部工場再整備の検討にあたっては、将来のごみ処理量の予測に基づいた安定的なごみ処理
体制の確保はもとより、施設の老朽化状況や維持管理の経済性などを踏まえた現西部工場の有
効利用の可能性や、防災・エネルギー拠点などの清掃工場の新たな視点・役割を踏まえた機能の
付加などを総合的に検討し、最適な再整備に向けた基本構想・基本計画を策定する必要がある
ことから、各分野の学識経験者等の技術的な助言等を伺う、西部工場再整備検討委員会を設
置するもの。 

３．委員にご意見を頂きたい観点 

廃棄物処理 
収集運搬、中間処理、最終処分という一連の廃棄物処理システムの一端を担うとともに、安定
的・効率的な施設整備や運営を行うために、必要な機能や性能、現有施設の有効利用を含め
た経済性及びエネルギー効率の向上などの脱炭素社会実現への貢献などについて 

公衆衛生 
生活環境を保全するための再整備における公害防止対策などについて 

景観 
周辺地域の景観との調和など配慮が必要な事項や、相応しい景観づくりへの寄与などについて 

防災、エネルギー拠点 
災害対策の強化や災害時の防災拠点としての活用、廃棄物発電の活用等を含めた防災、エネ
ルギー面での地域への貢献などについて

環境教育・環境学習 
清掃工場の特長を活かした、持続可能な社会の実現に向けた総合的な環境教育・環境学習
機会の提供などについて 

第１回 
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福岡市のごみ処理の現状と今後の計画について
１．福岡市のごみ処理の流れ ２．福岡市のごみ処理実績（令和元年度）

福岡市の家庭ごみは、ごみを夜間、戸別収集していることを踏まえ、市民にわかりやすく取り組みやすい分別とす
るため、「燃えるごみ」「燃えないごみ」 「粗大ごみ」 「空きびん・ペットボトル」の４分別で収集している。
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福岡市ではごみを適正に処理するため、４つの清掃工場、２つの資源化センターで中間処理を行い、３つ
の最終処分場（埋立場）で最終処分を行っている。
令和元年度のごみ処理実績は、焼却処理が約53.1万トンである。そのうち、西部工場での焼却処理量は、
約15.2万トンで全体の焼却処理量の約29%である。

３．福岡市一般廃棄物処理基本計画について
「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」において、市町村の責務として、区域内の家庭、事業者が排出す
る一般廃棄物の減量や適正処理に努めることが定められている。
また、これを実現するために、区域内の一般廃棄物の処理に関する計画を定めなければならないとされている。

『 循環のまち・ふくおか推進プラン』
福岡市では、2011年に「新循環のまち・ふくおか基本計画(第４次福岡市一般廃棄物処理基本計画)」
を策定し、ごみ減量施策に取り組んできたが、計画の想定を上回る人口増加、事業所数の増加のほか、
SDGs、パリ協定、国の環境基本計画など政策の方向性が決定したことや、プラスチックごみや食品ロスなどの
課題に対応するため、新たな一般廃棄物処理基本計画である「循環のまち・ふくおか推進プラン」(※)の策定
を進めている。

（１）家庭ごみの流れ

福岡市の事業系ごみは、「燃えるごみ」「燃えないごみ」 「古紙」の３分別で収集している。
（２）事業系ごみの分別について

※別紙（参考資料２ 循環のまち・ふくおか推進プラン（原案）概要）

第１回
資料２

可燃性ごみ
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(可燃粗大ごみ
を含む)

不燃性ごみ
54,516t

(不燃粗大ごみ
を含む)
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※主要な流れのみの記載であるため、処理量や処分量の合算値が一致しない
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(注) 隣接する久山町などの市外からの搬入ごみも含む
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このプラン(原案)では、ごみ処理等の現状と課題、 2030年度を目標年度として燃えるごみと燃えないごみ
を合わせて3.5万トン削減する等のごみ減量目標や、古紙、プラスチックごみ、食品廃棄物を重点３品目と
位置付け、減量施策を実施していく計画等を示している。また、施設整備の基本方針として、ごみの要処理
量を踏まえた計画的な施設の整備や、効率的な収集運搬や災害時のリスク分散を踏まえたごみ処理施設
の配置の検討を進めることとしている。

西部(中田)
埋立場

東部(伏谷)
埋立場

福岡都市圏南部
最終処分場



名称 西部工場 臨海工場 東部工場 福岡都市圏南部工場

所在地 西区大字拾六町 東区箱崎ふ頭 東区蒲田 春日市大字下白水

稼動開始
(稼動年数)

平成４年４月
（29年）

平成13年４月
（20年）

平成17年８月
（15年）

平成28年４月
（５年）

施設規模 750トン/日 900トン/日 900トン/日
510トン/日

(福岡市分は90トン/日)

炉形式
全連続燃焼式

（ストーカ炉）
全連続燃焼式

（ストーカ炉）
全連続燃焼式

（ストーカ炉）
全連続燃焼式

（ストーカ炉）

発電能力 10,000kW 25,000kW 29,200kW 16,700kW

発電量実績
(令和元年度)

57,191MWh 86,322MWh 113,147MWh 68,167MWh

売電料実績
(令和元年度)

約２億６千万円 約４億５千万円 約８億６千万円
約７億１千万円

(施設全体額)

併設施設
西部資源化センター

(施設規模:100トン/5時間)

西部３Ｒステーション
臨海３Ｒステーション

東部資源化センター
(施設規模:100トン/5時間)

―

建設・運営 公設公営 公設公営
民設民営

（㈱福岡クリーンエナ
ジーで実施）

ＤＢＯ(※)
（福岡都市圏南部環境事

業組合で実施）

名称 西部(中田)埋立場 東部(伏谷)埋立場
福岡都市圏南部最終処分場

(グリーンヒルまどか)

所在地 西区今津 糟屋郡久山町大字山田 大野城市大字中

埋立開始
(使用年数)

平成８年４月
（25年）

昭和63年４月
（33年）

平成28年４月
（５年）

埋立面積
(総面積)

約180,000㎡
(約380,000㎡)

約225,000㎡
(約644,000㎡)

約25,000㎡
(約152,000㎡)

埋立容量
約238万トン

（約1,700,000ｍ3）

約510万トン

（約3,400,000ｍ3）
約520,000ｍ3

福岡市のごみ処理施設の概要について
１．ごみ処理施設の配置

福岡市の４つの清掃工場は、効率的な収集
運搬や災害時に複数の清掃工場が被災し、
同時に稼動停止となるリスクを低減することを考
慮し、右図のように、地理的に分散した位置に
整備している。

西部(中田)埋立場

東部(伏谷)埋立場

西部工場

西部資源化
センター

臨海工場

東部工場

東部資源化
センター

福岡都市圏南部工場

福岡都市圏南部
最終処分場

福岡市の４つの清掃工場の概要は下表のとおりである。西部工場の稼動年数が29年で最も長くなっている。
また、２つの資源化センターは、西部工場と東部工場に併設している。

○西部工場・西部資源化センター ○臨海工場

○東部工場・東部資源化センター ○福岡都市圏南部工場

２．清掃工場の概要

４．清掃工場と資源化センターの外観

５．最終処分場の外観
○西部(中田)埋立場 ○東部(伏谷)埋立場 ○福岡都市圏南部最終処分場

西部資源化センター

西部工場
臨海工場

東部工場

東部資源化
センター

福岡都市圏南部工場

臨海3Rステーション

旧南部工場(現在は
跡地を広場としている)

福岡市の３つの最終処分場の概要は下表のとおりである。

３．最終処分場の概要

西部3Rステーション

西部3Rステーション

臨海3R
ステーション

※ＤＢＯ…Design Build and Operateの略で、公共が資金調達を行い、民間事業者が対象施設の設計と建設及び運営
を一括して行う方式

第１回
資料３-１



西部工場の特徴と再整備の検討について
１.西部工場の特徴

２.西部工場再整備の検討について

第１回
資料３-２

西部地区の安定的なごみ処理体制を確保するため、現西部工場でのごみ処理を継続しながら再整備を行う。
現西部工場の老朽化状況や維持管理の経済性などを見極め、既存施設の有効利用の視点も踏まえ、最
適な再整備時期を検討する。
将来のごみ処理量の予測に加え、施設配置バランスや災害時にも対応可能なごみ処理体制の確保の観点
も考慮し、施設の配置や規模を検討する。
国が定める廃棄物処理施設整備計画(※)を踏まえながら、脱炭素社会の実現への貢献など新たな時代に
相応しい清掃工場の機能も含め、必要な機能、役割を検討する。
※別紙（参考資料３ 廃棄物処理施設整備計画(平成30年６月 閣議決定)）

総合西市民プール

西部資源化センター(右) 運動施設西部３Ｒステーション

福寿園(老人福祉施設)温室 (西部工場内)

不燃性ごみを破砕し、鉄、アルミ、不
燃物、可燃物の４種に選別し、資源化
と埋立物の減量・減容を図っている
(稼動後26年経過)

リサイクルの情報と体験の
場を提供している
(旧西部清掃工場の管理棟
を活用)

テニスコート２面、ゲート
ボールコート４面を整備し、
市民に開放している

余剰蒸気を利用した温室で
植物を育て、エネルギー活
用の教材としている

浴場、サークル活動等が可能
な会議室等を整備している
※所管：保健福祉局

50m×25mの10コース屋内温水プール等を
整備している
※所管：市民局

① 西部地区での可燃ごみ処理
・ 夜間にごみ収集を完了させるために、定期点検による運転停止時においても、工場以西の地域のごみを
受け入れている
・ 他工場に比べ、工場に直接ごみを持ちこむ自己搬入者が多く、搬入道路が渋滞しやすい
○夜間収集ごみの受入日数(令和２年度実績) ○１日あたりの自己搬入台数（過去３年平均）

※家庭ごみの受入日の合計を示す

② 立地、敷地条件
・ 工場の北東側は住宅地、南西側は山林という立地であり、敷地内には大きな高低差がある

③ ごみの焼却処理で生じたエネルギーの多様な活用
・ 発電した電力と発生した蒸気を、所内で使用している
・ 周辺市有施設へ余剰電力と余剰蒸気を直接供給している
・ 一般送配電事業者の送配電網を介して、余剰電力を環境局関連施設へ送電している（自己託送）
・ 余剰電力を売却している

（参考）西部工場の周辺市有施設

西部工場 西部
資源化
センター

総合西市民
プール

運動施設
(テニス,ゲートボール)

福寿園
(老人福祉
センター)

西部３Ｒステーション

県道561号周船寺有田線

市立
西陵高等学校

住宅地

温室管理棟

工場棟

（１）西部工場の再整備の必要性について
西部工場は、これまで計画的な修理や大規模改修などを行いながら、効率的な維持管理に努めているが、稼
働開始後29年が経過し、設備の老朽化が進行しており、当初の能力を発揮できないことや、故障の増加などの
課題が生じている。このことから、安定的なごみ処理体制の確保のためには、西部工場の再整備が必要である。

（２）再整備の検討の考え方について

西部工場
(西部資源化

センター含む)

臨海工場 東部工場
(東部資源化

センター含む)

308台 139台 215台

西部工場 臨海工場 東部工場

310日
(日曜,正月三が日

以外)

294日
(日曜,正月三が日,
定期点検の以外)

297日
(日曜,正月三が日,
定期点検の以外)

・保健環境研究所
・中部汚泥再生処理センター等

環境局関連施設
自己託送(電力)

西部工場の
ごみ焼却処理で
生じたエネルギー

一般送配電事業者の送配電網

・西部資源化センター(電力,蒸気)
・西部３Ｒステーション(電力)
・運動施設(電力)
・福寿園(電力,蒸気)
・総合西市民プール(電力)

周辺市有施設

小売電気事業者

○西部工場のエネルギーの多様な活用

直接供給
(電力,蒸気)

売却

(電力)

所内消費

(電力,蒸気)

令和３年度 令和４年度 令和５年度～

基
本
構
想
骨
子
策
定

基
本
構
想
策
定

基
本
計
画
策
定

再整備の基本条件(施設

規模,再整備方法等)と

コンセプトを整理

再整備の役割や

必要な性能等を

整理

基本構想の具体化を

進め、役割や必要な

性能等の詳細を整理

再
整
備
の
検
討
着
手

基本計画に基づき

再整備を実行

（３）検討の進め方について



1 

西部工場再整備検討委員会に関する要綱 

（目的） 

第１条 この要綱は、西部工場を再整備するにあたって、意見を聴取し、安定的かつ効率

的な施設整備を実現するために設置する西部工場再整備検討委員会（以下「委員会」と

いう。）に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（委員） 

第２条 委員は学識経験者等の中から選任し、市長が委嘱する。 

２ 委員の数は、８人以内とする。 

（委員への委嘱事項） 

第３条 市長は、次に掲げる事項について、委員から技術的な助言等の意見を聴取する。 

(1) 西部工場再整備事業における基本構想、基本計画等の検討に関すること

(2) その他事業に関し必要な事項の検討に関すること

（任期） 

第４条 委員の任期は、施行日から西部工場再整備基本計画が策定されるまでとする。 

（委員会） 

第５条 市長は、委員の意見聴取を行うため、委員会を開催することができる。 

２ 市長が必要と認めたときは、委員以外の者の出席を求め、説明又はその意見を聴くこ 

とができる。 

（委員長及び副委員長） 

第６条 委員会では、委員の互選により、委員長及び副委員長を選任する。 

２ 委員長は委員会を主宰し、委員会の議事進行に必要な事項を定める。 

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長が欠けたとき又は委員長に事故があるときは、 

その職務を代行する。 

（守秘義務） 

第７条 委員は、その職務に関して知り得た秘密を他に漏らしてはならない。その職を退 

いた後も、また同様とする。 

（情報公開） 

第８条 委員会は原則として公開とする。ただし、委員会において意見を聴取する内容が、

福岡市情報公開条例第７条各号に掲げる情報（非公開情報）に関するものであると認め

るとき、または、公開することにより、会議の適正な運営に著しい支障が生じると認める

ときは、この限りで無い。 

参考資料１-１ 
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２ 公開による委員会の会議は、市長の許可を得て、これを傍聴することができる。 

３ 委員会の会議に係る傍聴の手続等については、市長が定める。 

（事務局） 

第９条 委員会の事務局は、環境局施設部に置く。 

２ 事務局長は、福岡市環境局課長（西部工場再整備担当）をもって充てる。 

３ 委員会の庶務は、事務局において処理する。 

（補則） 

第 10 条 この要綱に定めるほか委員会の運営に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

この要綱は令和 ３年 ５月２１日から施行する。 



氏名 所属・役職等 専門

くろせ  たけふみ
黒瀨  武史

九州大学大学院 人間環境学研究院
都市・建築学部門 計画環境系講座
教授

都市計画
都市デザイン

こいで  ひでお
小出  秀雄

西南学院大学
経済学部 経済学科
教授

環境経済学

たなか  あきよ
田中  昭代

九州大学大学院 医学研究院
基礎医学部門 社会医学講座
講師

環境医学

つかはら けんいち
塚原  健一

九州大学大学院
工学研究院
附属アジア防災研究センター
教授

地域防災計画

なかやま ひろふみ
中山  裕文

九州大学大学院 工学研究院
環境社会部門 水・資源循環システム学
准教授

環境システム工学

はまだ  まさみ
濵田  雅巳

公益社団法人 全国都市清掃会議
技術部長 廃棄物行政

まつふじ  やすし
松藤  康司

福岡大学
名誉教授 廃棄物工学

※敬称略、五十音順

西部工場再整備検討委員会 委員名簿

参考資料１-２
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4.8 

5.0 
5.1 

5.2 
5.4 

5.6 

5.7 
5.9 

4.5

5.0

5.5

6.0

2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019

（万事業所）

■福岡市に関わる全てのステークホルダーの参画を目指します

■持続可能な社会を実現し、安全・安心な生活環境を将来に受け継ぎます

■地域循環共生圏の形成により地域の活力が最大限発揮される循環のまちを目指します

（１）計画策定の趣旨

（１）現状 【ごみ処理量】
（２）課題

【古紙】
〇資源化可能な「雑がみ」回収の
認知度向上

〇古紙分別制度の定着
【⾷品廃棄物】
〇業種別の対策
〇フードバンクの活⽤に関する広報
啓発の強化

〇新規資源化施設の誘致

第１章 計画策定の考え⽅

循環のまち・ふくおか推進プラン（原案）概要

第２章 ごみ処理等の現状

みんなでつくろう！ 活力ある未来へつなぐ 「循環のまち・ふくおか」

基本方針1 都市特性を踏まえた循環型社会づくり

基本方針2 イノベーションとコミュニティによる地域循環共生圏の創造

基本方針3 持続可能なライフスタイルとビジネススタイルへの転換

基本方針4 適正処理の更なる推進 1

第３章 計画の基本的事項

（１）プランの構成・計画期間

（２）テーマ・基本⽅針

○変化が予想される社会環境や新型コロナウイルス
感染症の影響にも柔軟に対応していくため、
10年間の基本⽅針などを定める 「⻑期ビジョン」と
5年間の具体的施策を定める「実⾏計画」で構成

○ 基準年度︓2019年度
○ 計画期間︓1０年間

2021年度 〜 2030年度
○ 中間⽬標年度 2025年度
○ ⽬標年度 2030年度

⼤
部
分
を
占
め
る

へ
の
対
応
が
必
要

プラ古紙 食品

【古紙】
〇資源化可能な「雑がみ」回収の

認知度向上
【プラスチックごみ】
〇不要なものを断る「リフューズ」の推進
〇プラスチックごみ処理のあり⽅検討

【⾷品廃棄物】
〇フードドライブの認知度向上
〇発⽣抑制を促す施策の強化
〇⽣ごみ堆肥化等の推進

【事業系ごみ】

【家庭ごみ】

福岡市

国内外
の動向

2011 「新循環のまち・ふくおか基本計画」策定

2014 第三次福岡市環境基本計画策定

2015 国連サミットにてSDGs採択
2015 パリ協定採択

2018 第五次環境基本計画策定

2018 第四次循環型社会形成推進基本計画策定

2019 プラスチック資源循環戦略策定
2019 ⾷品ロスの削減の推進に関する法律成⽴

2020 レジ袋有料化義務化
2019 パリ協定に基づく成⻑戦略としての⻑期戦略

前計画策定後の環境政策の動向

149.5 

159.3 

147.0 
149.4 149.8 

140

145

150

155

160

165
（万⼈）

「前計画」の推計⼈⼝

実績⼈⼝

＋約10万⼈
〇 2011年の 「新循環のまち・ふくおか基本計画」(前計画)策定から

10年が経過する中、⼈⼝が計画の想定を上回って増加しており、
好調な経済状況を背景に事業所数も増加

【ごみ処理量】
○ 2019年度のごみ処理量は約56.5万トンで、ほぼ

横ばいで推移している。
【家庭ごみ】
○ 市⺠１⼈１⽇あたりのごみ処理量は、基準年度と

⽐較して36g 減少し、前計画の2020年度⽬標値
を達成しているが、⼈⼝の増加により処理量は微増
傾向にある。

【事業系ごみ】
○ 事業所数が増加している中、事業者への指導・

啓発や⾃⼰搬⼊への規制強化等により、処理量は
基準年度と⽐較して約2.1万トン減少している。

実績⼈⼝と前計画の推計⼈⼝

〇 SDGs、パリ協定、国の環境基本計画など総合的・⻑期的な
政策の⽅向性が決定

〇 プラスチックごみや⾷品ロスといった新たな課題などへの対応が必要

〇 これらの状況の変化や、前計画では⾒込まれていなかった新たな課題
に対応するため、新計画「循環のまち・ふくおか推進プラン」を策定

2021 プラスチック資源循環促進法

可燃ごみ組成(2019)

＋約1.2万
事業所

0.0

35.0

70.0

2009 2019 2020 2025

29.2万ﾄﾝ

27.3万ﾄﾝ

56.5万ﾄﾝ
50.0万ﾄﾝ

46.9万ﾄﾝ

基準年度 ⽬標値

29.4万ﾄﾝ

28.4万ﾄﾝ

（万トン）

537
501 501

400

500

600

2009 2019 2020

10年間で
36グラム減少

（g/⼈・⽇）

基準年度

【市⺠１⼈１⽇あたりのごみ処理量】

⽬標値

57.8万ﾄﾝ

事業所数の推移
2012 2019    2025

2021年度
（令和３年度）

2025年度
（令和７年度）

2030年度
（令和12年度）

第１期実行計画

評価・検証

第２期実行計画

策定

長期ビジョン

第2期実行計画

評価・検証

次期計画

策定

循環のまち・ふくおか推進プラン

長期ビジョン（10年間）

第１期 実行計画（５年間） 第２期 実行計画（５年間）

可燃ごみ

約26.9万トン

資源化可能な古紙

4.4万ﾄﾝ

(雑がみ3.7万ﾄﾝ)

資源化困難な古紙

4.6万ﾄﾝ
プラスチック類

5.8万ﾄﾝ

食品廃棄物

8.1万ﾄﾝ

繊維類

2.1万ﾄﾝ
木片わら類

1.6万ﾄﾝ

その他

0.3万ﾄﾝ

可燃ごみ

約24.0万トン

資源化可能な古紙

6.3万ﾄﾝ

（雑がみ5.3万ﾄﾝ）

資源化困難な古紙

3.8万ﾄﾝ

プラスチック類

5.4万ﾄﾝ

食品廃棄物

6.1万ﾄﾝ

その他

2.3万ﾄﾝ

可
燃
ご
み
の

参考資料２
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数値⽬標① ごみ処理量 ⽬標年度(2030)までに、基準年度(2019)より 3.5万トン削減
数値⽬標② 市⺠１⼈１⽇あたりの家庭ごみ処理量 基準年度(2019)より 25g削減
数値⽬標③ １事業所１⽇あたりの事業系ごみ処理量 基準年度(2019)より 3kg削減

56.5 
54.1 53.0 

159.3

163.8 164.9 

140

145

150

155

60

165

50

52

54

56

58

60

2019年度

（基準年度）

2025年度

（中間目標）

2030年度

（目標年度）

（万トン）

0

（万人）

循環のまち・ふくおか推進プラン（原案）概要

第５章 ごみ処理体制

施策の評価

施策の実施

施策の見直し

計画・施策の決定
Plan Do

CheckAction

循環型社会

構築部会による

評価・助言

PDCAサイクルによる計画の進⾏管理

【分別収集】 家庭ごみ（夜間⼾別収集）、事業系ごみ（夜間収集）

○ 数値⽬標と取組指標により、毎年度、進捗状況の
客観的かつ合理的な評価を実施し、結果を公表

○ 福岡市環境審議会循環型社会構築部会にて
専⾨的⾒地による第三者評価を実施

○ 2024〜2025年度には第１期実⾏計画期間
の検証を⾏い、⻑期ビジョン、実⾏計画の⾒直しを
実施

第６章 計画の進⾏管理

（１）ごみ処理に関する基本的事項

（２）施設整備の基本⽅針
○ ごみの⻑期的・安定的な適正処理を確保するため、ごみの要処理量等を踏まえ計画的に施設を整備
○ ごみ処理施設は、効率的な収集運搬や災害時のリスク分散を踏まえた配置を検討

【中間処理の基本⽅針】
○ 福岡市の各施設においては、ごみを安定的・計画的・経済的に処理するため、⼗分な保守点検期間

の確保など処理能⼒を維持する対策を講じ、適切に運転・管理
○ 古紙や⾷品廃棄物など資源化可能なごみについては、⺠間施設も活⽤し、再⽣利⽤を促進

※ 分別区分については、国の動向を踏まえながら、資源物回収ルート、施設の整備状況、コスト、環境負荷、減量効果などを
総合的に勘案し検討する。

【資源物回収】
○ 地域集団回収や地域の回収拠点、スーパーマーケットなどの⺠間協⼒店、区役所等９か所の
公共施設において資源物を回収し、リサイクルを促進

家庭ごみ ４分別

事業系ごみ ３分別

燃えるごみ 燃えないごみ 空きびん
ペットボトル 粗⼤ごみ

燃えるごみ 燃えないごみ 古 紙

古紙 空き⽸ 空きびんなど

※ 処理施設で選別し、
最終的に９区分で処理

第４章 施策の推進（実⾏計画）
（３）数値⽬標

（１）施策の体系
第４章 施策の推進（実⾏計画）

第３章 計画の基本的事項

１次推計︓前計画に基づく現⾏施策を継続した場合のごみ処理量
⇒ ⼈⼝・事業所数は増加するものの、市⺠・事業者によるごみ減量・リサイクルの

取組みにより、ほぼ横ばいで推移 56.9万トン（2030年度）

２次推計︓本計画に基づく新規施策等を実施した場合の効果を加えたごみ処理量
⇒ 53.0万トン ※計画の数値⽬標として設定

３.５万トン削減

人口増加の見通し

ごみ処理量の将来推計

施策の効果を多⾯的に把握するため、13の取組指標を設定（４）取組指標

市⺠１⼈１⽇あたり
家庭ごみ処理量
１事業所１⽇あたり
事業系ごみ処理量

2019
基準年度

2030
⽬標年度

2025
中間⽬標

501g 476g
(▲25g)

488g
(▲13g)

13kg 11kg
(▲2kg)

10kg
(▲3kg)

〇持続可能な消費行動への転換

〇手つかず食品、食べ残しなどによる食品ロスの削減

〇事業系古紙の資源化推進

〇ＥＳＧ投資の普及・促進

〇適正処理に向けた基盤整備の推進

〇大規模災害等に対応できる廃棄物処理体制の構築

〇廃棄物処理における温室効果ガス排出量削減の推進

〇海洋プラスチック対策、不法投棄対策の推進

〇設計段階からの環境配慮型商品の開発支援

〇ＡＩ・ＩＣＴを活用したシェアリング等の２Ｒビジネスの

〇多様なコミュニティによる都市と自然が調和した資源循環の

基
本
方
針
１

基本方針

適正処理の更なる推進

基
本
方
針
３

基
本
方
針
４

持続可能なライフスタイルとビジネススタイルへの転換

イノベーションとコミュニティによる地域循環共生圏の創造基
本
方
針
２

〇環境配慮型商品の更なる普及・促進

〇交流人口をターゲットとした３Ｒの推進

〇単身者・高齢世帯等の多様なライフスタイルに対応した資源

タ
｜
ゲ
ッ
ト
に
応
じ
た
環
境
教
育
・
広
報
啓
発
の
実

施

経
済
的
手
法
の
活
用

分野横断的

施策
重点３品目

都市特性を踏まえた循環型社会づくり

古紙

プラス
チック
ごみ

食品

廃棄物

基本⽅針に基づく 施策の⽅向性

（２）重点３品⽬
○ ごみ減量・リサイクルを市⺠・事業者の皆様に分かりやすく、更なる取組みの推進につなげていくため、

可燃ごみ組成の上位３品⽬である 古紙、プラスチックごみ、⾷品廃棄物の３種類を重点３品⽬と
位置付け、重点的な減量施策を実施

古紙

食品

廃棄物

プラス
チック
ごみ

＜品⽬ごとの主な減量施策＞

○イベント等でのワンウェイ

プラスチックの削減推進

○マイバッグ・マイボトルの

普及・促進

〇業界団体と連携した代替素材の

普及・促進

○小売店等との連携強化

○プラスチックごみ処理のあり方検討

○事業者の地域清掃活動への参加促進

〇ペーパーレス化等の推進(特定事業用建築物への指導)
○再生紙の優先利用の促進

○地域集団回収の促進策検討

○事業系古紙の資源化推進

○雑がみの認知度向上

〇家庭での食品ロス削減

○施設特性に応じた３Ｒ推進モデル事業の実施

○事業者等による食品ロス削減の取組み支援

○フードドライブの推進

○事業系食品廃棄物の資源化推進

○生ごみリサイクル促進事業

２

参考資料２
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廃棄物処理施設整備計画 

平成 30 年６月 19 日 

閣 議 決 定 

 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号。以下「廃棄物処理

法」という。）第５条の３第１項に規定する廃棄物処理施設整備計画を、２０１８年度か

ら２０２２年度までを計画期間として次のとおり定める。 

これまで我が国では、１９６３年度から２００２年度まで、廃棄物処理施設整備緊急

措置法（昭和４７年法律第９５号）等に基づき、廃棄物処理施設の計画的な整備が図ら

れてきた。その結果、生活環境の保全及び公衆衛生の向上に寄与してきたところである。 

また、循環型社会形成推進基本法（平成１２年法律第１１０号。以下「循環基本法」

という。）の制定と併せて、循環型社会の形成に向けた取組を推進していくため、数次に

わたる廃棄物処理法の改正及びリサイクルの推進に係る諸法の制定等の対策が行われる

中で、廃棄物処理施設の整備の目的は、生活環境の保全及び公衆衛生の向上を前提とし

つつ、循環型社会の形成を推進することに転換が図られてきた。 

このような状況の中、２００３年、２００８年及び２０１３年に廃棄物処理法第５条

の３に基づき策定された廃棄物処理施設整備計画（以下「整備計画」という。）において

は、循環型社会の形成に向け計画期間中に廃棄物処理施設整備事業及び関連する施策に

より実現を図るべき重点目標と、当該目標の達成のために実施すべき廃棄物処理施設整

備事業の概要を明らかにして、廃棄物処理施設の重点的、効果的かつ効率的な整備を進

めてきたところである。 

当該計画に定められた重点目標について、２０１２年度から２０１５年度までの推移

を見ると、一般廃棄物最終処分場の残余年数は約２０年で推移しており、目標は概ね達

成できる見込みである。しかしながら、一般廃棄物の最終処分場の残余容量は、１億１，

２２６万立方メートルから１億４０４万立方メートルへと減少しており、地域によって

は一般廃棄物の最終処分場の残余容量がひっ迫している場合があることから、引き続き、

廃棄物の排出抑制、減量化等を推進する必要がある。 

 一方、ごみのリサイクル率（一般廃棄物の出口側の循環利用率）は約２０％で横ばい

であり、また、期間中に整備されたごみ焼却施設の発電効率の平均値は１６．２％から

１７．７％に向上しているものの、これらの目標の達成はかなり困難な状況にある。引

き続き、廃棄物の再生利用や廃棄物エネルギーの利活用等を推進する必要がある。 

汚水処理人口普及率は８８．１％から９０．４％へと向上したものの、浄化槽処理人
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口普及率については、単独処理浄化槽から合併処理浄化槽への転換が進んでいないこと

などにより、約９％と横ばいで推移するにとどまっており、目標の達成はかなり困難な

状況にある。こうした中、２０１４年１月に、国土交通省、農林水産省及び環境省が連

携して「持続的な汚水処理システム構築に向けた都道府県構想策定マニュアル」を策定

し、浄化槽も含めた汚水処理施設の整備を１０年程度で概成する方針を示している。こ

のため、下水道、農業集落排水施設等との適切な役割分担の下、浄化槽の普及を推進す

るとともに、単独処理浄化槽から合併処理浄化槽への転換をより加速化する必要がある。 

また、循環型社会の実現に向けた３Ｒ（排出抑制、再使用及び再生利用）の推進、と

りわけ、各種リサイクル法に基づく取組や産業界の取組により、産業廃棄物の最終処分

量は約１，３１０万トンから約１，００９万トンへと減少した。さらに、産業廃棄物の

適正な処理を推進するため、公共関与による廃棄物処理施設整備が進められており、２

０１７年度までに廃棄物処理法第１５条の５に基づく廃棄物処理センターが１９法人指

定され、うち１４法人の処理施設が稼働するなど、産業廃棄物処理において公共施設が

一定の役割を果たしている。ポリ塩化ビフェニル（以下「ＰＣＢ」という。）廃棄物につ

いては、高濃度ＰＣＢ廃棄物に関し、全国５箇所に拠点的広域処理施設を整備し処理を

進めてきた。２０１６年５月には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関

する特別措置法（平成１３年法律第６５号）の改正を行い、高濃度ＰＣＢ廃棄物を計画

的処理完了期限よりも一年前に処分委託することの義務付け等、期限内処理の確実な達

成に向けて必要な規定を整備し取組を進めている。石綿含有廃棄物については、今後建

築物の解体等に伴い大量に排出されることが予想されることから、適切な対策と十分な

管理を行いつつ、処理を進める必要がある。水銀含有廃棄物については、「水銀に関する

水俣条約」の趣旨を踏まえ、環境上適正な管理の推進のため、廃棄物の処理及び清掃に

関する法律施行令の一部を改正する政令（以下「改正政令」という。）等が２０１７年１

０月までに完全施行されており、今後、廃棄物として発生が見込まれる廃水銀等も含め、

改正政令等に基づき適正な処理を進める必要がある。 

社会状況の変化に目を向けると、地球温暖化対策の推進に関する法律（平成１０年法

律第１１７号。以下「地球温暖化対策推進法」という。）に基づき策定された「地球温暖

化対策計画」（２０１６年５月１３日閣議決定）では、温室効果ガス排出量を２０３０年

に２０１３年度比２６．０％減（２００５年度比２５．４％減）の中期目標の達成に向

けて着実に取り組むこととしている。また、同計画においては、「我が国は、パリ協定を

踏まえ、全ての主要国が参加する公平かつ実効性ある国際枠組みの下、主要排出国がそ

の能力に応じた排出削減に取り組むよう国際社会を主導し、地球温暖化対策と経済成長

を両立させながら、長期的目標として２０５０年までに８０％の温室効果ガスの排出削

減を目指す。このような大幅な排出削減は、従来の取組の延長では実現が困難である。

したがって、根本的排出削減を可能とする革新的技術の開発・普及などイノベーション
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による解決を最大限に追及するとともに、国内投資を促し、国際競争力を高め、国民に

広く知恵を求めつつ、長期的、戦略的な取組の中で大幅な排出削減を目指し、また、世

界全体での削減にも貢献していくこととする。」としている。このため、温室効果ガス排

出削減の観点からも３Ｒの取組や廃棄物発電等のエネルギー回収等を進めることが重要

となっている。２０１６年に改正された、廃棄物処理法第５条の２に基づく「廃棄物の

減量その他その適正な処理に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るための基本的

な方針」（以下「廃棄物処理法基本方針」という。）においても、地球温暖化対策の実施

が喫緊の課題であることを踏まえ、地域レベル・全国レベルで低炭素社会等との統合に

も配慮して取組を進めていくこと等の必要があるとされている。 

また、近年、我が国では毎年のように大規模災害が発生しており、今後も激甚な被害

をもたらす大規模災害の発生が懸念されているなど、災害時に大量に発生する災害廃棄

物の処理が大きな課題となっている。このような中、国は災害廃棄物処理に係る経験や

教訓に基づき、２０１５年７月に廃棄物の処理及び清掃に関する法律及び災害対策基本

法の一部を改正する法律（平成２７年法律第５８号）を公布し、同年８月から施行して

いる。このような状況を念頭に、国、都道府県、市町村（特別区を含む。以下同じ。）、事

業者等が連携して平時から廃棄物処理システムの強靭化を図り、大規模災害発生時にお

いても適正かつ迅速に廃棄物を処理できる体制を築いておく必要がある。 

さらに、２０１５年に国連で採択された「持続可能な開発目標」（Sustainable 

Development Goals：ＳＤＧｓ）については、「持続可能な開発のための２０３０アジェ

ンダ」において、経済、社会及び環境というその三つの側面において、バランスがとれ

統合された形で達成する、としている。また、我が国の「ＳＤＧｓ実施指針」（２０１６

年１２月２２日ＳＤＧｓ推進本部決定）においても、環境、経済、社会の統合的向上の

実現をビジョンとして掲げている。この考え方も考慮しつつ、廃棄物処理施設の整備及

び関連する施策の充実を図っていくことが重要である。 

加えて、第四次循環型社会形成推進基本計画に掲げられた地域循環共生圏の考え方も

視野に入れ、地域の特性や循環資源の性状等に応じて、地域循環共生圏の核となりうる

廃棄物処理施設の整備を進めることが重要である。 

こうした現状を踏まえ、第四次循環型社会形成推進基本計画や廃棄物処理法基本方針

に即して、廃棄物処理施設整備事業のより一層の計画的な実施を図るため、新たな整備

計画を定めるものである。 
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１．基本的理念 

（１）基本原則に基づいた３Ｒの推進 

循環型社会の形成の推進のため、循環基本法に定められた基本原則に則り、できる限

り廃棄物の排出を抑制することを最優先に進めるとともに、廃棄物となったものについ

ては、生活環境の保全及び公衆衛生の向上を図ることを前提として、不適正処理の防止

その他の環境への負荷の低減に配慮しつつ、再使用、再生利用、熱回収の順にできる限

り循環的な利用（以下「適正な循環的利用」という。）を行い、こうした排出抑制及び適

正な循環的利用を徹底した上で、なお適正な循環的利用が行われないものについては、

適正な処分を確保することを基本とする。廃棄物処理施設は、３Ｒの推進と併せて計画

的に整備する必要がある。 

 

（２）気候変動や災害に対して強靭かつ安全な一般廃棄物処理システムの確保 

市町村の厳しい財政状況等により、老朽化した廃棄物処理施設が増加し、一般廃棄物

処理システムがぜい弱化している地域がある。一方で、大規模災害等に備え、広域圏で

処理体制を築いておく必要があり、その前提として災害時等における処理体制の代替性

及び多重性の確保の観点から、老朽化した廃棄物処理施設の更新・改良を適切な時機に

行い、地域単位で一般廃棄物処理システムの強靱性を確保する必要がある。 

また、廃棄物処理施設の整備に当たっては、地域住民等の理解及び協力が不可欠であ

ることから、国は、これまでの大規模災害への対応の経験も踏まえ、廃棄物処理施設の

安全性に関する情報提供及び必要な技術水準の確保に努めつつ、市町村による廃棄物処

理施設整備の取組を支援する。 

さらに、気候変動問題への対策として、廃棄物処理システム全般において、温室効果

ガスの排出削減につながる取組や気候変動の影響への適応の取組を推進していくことと

する。 

 

（３）地域の自主性及び創意工夫を活かした一般廃棄物処理施設の整備 

広域的かつ総合的な廃棄物処理施設の整備等を推進するために２００５年度に創設さ

れた循環型社会形成推進交付金制度により、市町村の自主性及び創意工夫を活かしなが

ら、国と地方が構想段階から協働して循環型社会の形成を推進する。 

その際、持続可能な適正処理の確保を前提としつつ、廃棄物処理施設の特長を活かし、

地域のエネルギーセンターとしての活用、廃棄物エネルギーを利用した産業振興、災害

時の防災拠点としての活用、循環資源の有効活用の中心的施設としての強化、環境教育・
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環境学習の場の提供など、地域循環共生圏の核として機能しうる、地域に新たな価値を

創出する廃棄物処理施設を整備していくことが重要である。このため、整備計画が示す

具体的な方向性に合致するよう、地域の特性や必要性に応じた一般廃棄物処理施設を総

合的に整備していくこととする。 

また、廃棄物処理施設は数十年にわたり地域において継続使用・管理されるものであ

ることを踏まえ、広域的かつ計画的に廃棄物処理施設の整備が進むよう、都道府県が市

町村の総合調整に努めることとする。 

 

２．廃棄物処理施設整備及び運営の重点的、効果的かつ効率的な実施 

（１） 市町村の一般廃棄物処理システムを通じた３Ｒの推進 

一般廃棄物の処理体制の確保に当たっては、廃棄物処理施設の整備と併せて、市町村

は、その区域内における一般廃棄物の排出状況を適切に把握した上で、食品ロス（本来

食べられるにもかかわらず捨てられる食品をいう。）削減を含めた２Ｒ（排出抑制及び再

使用）に関し、適切に普及啓発、情報提供及び環境教育・環境学習等を行うことにより

住民及び関連する事業者の自主的な取組を促進するとともに、分別収集の推進及び一般

廃棄物の適正な循環的利用に努めるものとし、その上で処分しなければならない一般廃

棄物について、適正な中間処理及び最終処分を行う体制を確保し、３Ｒを推進する。特

に、一般廃棄物の３Ｒの推進、排出量に応じた負担の公平化及び住民の意識改革を進め

るため、一般廃棄物処理の有料化の更なる推進を図るべきである。また、料金の設定に

当たっては、環境保全を前提としつつ、再生利用等の促進の観点も踏まえることが望ま

しい。 

なお、資源の有効利用や温室効果ガスの排出抑制の観点から、有機物の直接埋立ては

原則として行わないこととし、金属、プラスチック等についても再生利用を図り、埋立

処分しないよう努める。 

 

（２） 持続可能な適正処理の確保に向けた安定的・効率的な施設整備及び運営 

廃棄物の排出抑制、再使用及び各種リサイクル法に基づく再生利用等の推進による効

果に加えて、人口減少の進行により市町村が中間処理・最終処分する一般廃棄物の発生

量は減少傾向にある。一方、人口減少・少子高齢化、地方の過疎化や都市への人口集中

等に伴い、地方の若年人口、生産年齢人口の減少が進んでおり、廃棄物処理に係る担い

手の不足や地域における廃棄物処理の非効率化が懸念されている。 

また、廃棄物処理施設が老朽化するなど、多くの地域で施設更新を含む廃棄物処理シ

ステムの見直しが必要となっている。例えば、市町村が整備している一般廃棄物焼却施
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設については、築年数が３０年を超える施設が１８２施設、４０年を超える施設が２０

施設現存する（２０１６年３月末時点）。 

これらの状況を踏まえ、将来にわたって廃棄物の適正な処理を確保するためには、地

域において改めて安定的かつ効率的な廃棄物処理体制の構築を進めていく必要がある。 

このためには、市町村単位のみならず広域圏での一般廃棄物の排出動向を見据え、廃

棄物の広域的な処理や廃棄物処理施設の集約化を図る等、必要な廃棄物処理施設整備を

計画的に進めていくべきである。また、その中で必要があればストックマネジメントの

手法を導入し、既存の廃棄物処理施設の計画的な維持管理及び更新を推進し、施設の長

寿命化・延命化を図る。 

また、地域特性を考慮しつつ、地方公共団体及び民間事業者との連携による施設能力

の有効活用や施設間の連携、他のインフラとの連携など、地域全体で安定化・効率化を

図っていくことが重要である。その際、必要に応じて、ＰＦＩ等の手法による施設設計

の段階からの民間活力の活用、ＩＣＴの導入による処理工程の監視の高度化及び省力化

並びに施設間の連携強化などにより、社会経済的な観点も含めて効率的な事業となるよ

う努めるものとする。 

なお、廃棄物処理施設の整備・運営に当たっては、水銀排出施設に係る排出基準の遵

守など、環境上適正な方法で処理を行うこととする。 

浄化槽に関しては、２０１４年１月に、国土交通省、農林水産省及び環境省が連携し

て「持続的な汚水処理システム構築に向けた都道府県構想策定マニュアル」を策定し、

浄化槽も含めた汚水処理施設の整備を１０年程度で概成する方針を示している。本方針

を受け、都市郊外や地方部において効率的な整備が可能な浄化槽の特徴を十分に活かし、

地域の特性を踏まえた下水道、農業集落排水施設等との適切な役割分担の下、浄化槽の

整備を連携して実施し、効率的な汚水処理施設整備を進めることが重要である。さらに、

浄化槽整備区域において適切な汚水処理サービスを提供するためには、市町村が整備・

管理を行う浄化槽市町村整備推進事業等が有効である。浄化槽市町村整備推進事業の実

施に当たって、ＰＦＩ等の民間活用も積極的に導入するとともに、公営企業会計の適用

や適切な使用料徴収等による持続可能な事業に取り組むことが必要である。 

また、単独処理浄化槽は未だ約４１２万基残存していることから、合併処理浄化槽へ

の転換をさらに進めていく必要がある。特に、老朽化した単独処理浄化槽については漏

水等により生活環境に影響が生じるおそれがあるため、宅内配管工事を含めた合併処理

浄化槽への転換を重点的かつ速やかに進める必要がある。加えて、公共が所有する単独

処理浄化槽も率先して合併処理浄化槽への転換を進める必要がある。都道府県等が整備

する浄化槽台帳について法定検査等の結果等も反映して情報を活用することにより、単

独処理浄化槽の転換や合併処理浄化槽の管理の向上に活かすことが必要である。 



 7 

廃棄物処理施設整備事業の構想・計画・実施の各段階において、社会資本整備重点計

画、土地改良長期計画等、他の公共事業計画に位置付けられた事業とも密接に連携する

ことにより、生活環境の保全及び公衆衛生の向上を確保することを前提として、コスト

縮減、工期の短縮及び相互の効率性の向上を図るとともに、相乗的な効果の発現を図る

など、効果的かつ効率的に事業を展開する。 

なお、地域の廃棄物処理システムについて、資源の有効利用及び気候変動対策の観点

を含めた効率化を促すための具体的な指標を示し、より優れたものを優先的に整備する

ことが必要である。 

 

（３） 廃棄物処理システムにおける気候変動対策の推進 

気候変動問題は人類の生存基盤に関わる最も重要な環境問題の一つである。地球温暖

化対策計画では、温室効果ガスの排出量を２０３０年度に２０１３年度比２６％削減す

ることとしており、廃棄物分野においても省エネルギー化や廃棄物エネルギー利活用の

取組を一層推進する必要がある。 

２０１５年度における廃棄物分野からの温室効果ガスの排出量は、我が国の総排出量

の約２．９％を占めており、２０１３年度と比較すると約２．６％の減少となっている。

廃棄物処理施設の整備に当たっては、温室効果ガスの排出削減に配慮することが極めて

重要である。 

これらの状況を踏まえ、廃棄物処理施設の整備に当たっては、廃棄物処理施設の省エ

ネルギー化や電気・熱としての廃棄物エネルギーの効率的な回収を進めるとともに、地

域のエネルギーセンターとして周辺の需要施設や廃棄物収集運搬車両等に廃棄物エネル

ギーを供給する等、地域の低炭素化に努めることが重要である。 

このためには、よりエネルギー回収効率の高い施設への更新等を図ることや廃棄物処

理施設において十分なエネルギー回収量を確保するために施設の大規模化を進めること、

廃棄物エネルギーの回収・利用が進んでいない小規模の廃棄物処理施設において地域の

特性に応じた効果的なエネルギー回収技術を導入することなどの取組を促進する必要が

ある。 

また、建築分野においてＺＥＢ（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル）関連技術が実装さ

れている状況等に鑑み、廃棄物処理施設の稼働に伴うエネルギー消費量の低減及び温室

効果ガス排出量の削減に向けて、高効率照明設備及び昼光利用設備等の採用や、太陽光

発電等の再生可能エネルギー設備等の導入を進めることが重要である。 

さらに、廃棄物の排出から収集運搬・中間処理・最終処分に至るまでの一連の工程を

通じて、地域の廃棄物処理システム全体でエネルギー消費量の低減及び温室効果ガス排
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出量の削減を図ることが重要である。地球温暖化対策推進法第２１条の規定に基づき定

められた、「事業活動に伴う温室効果ガスの排出抑制等及び日常生活における温室効果ガ

スの排出抑制への寄与に係る事業者が講ずべき措置に関して、その適切かつ有効な実施

を図るために必要な指針」等に十分留意のうえ、廃棄物処理部門における温室効果ガス

の排出削減対策を講じる必要がある。 

なお、これらの取組を進めるに当たっては、廃棄物処理施設整備等のできるだけ早い

段階から、様々な関係者が連携して、周辺施設への電気・熱供給を検討するなど、地域

における廃棄物エネルギーの利活用に関する計画を策定することが望ましい。 

また、温室効果ガスの排出削減等を行う「緩和」の観点に加えて、気候変動に対し強

靭で持続可能な廃棄物処理システムを構築するため、気候変動の影響への「適応」の観

点を含めた廃棄物処理施設の整備、気候変動の影響や適応に関する意識の醸成、関係部

局等との連携体制の構築等を進めることが重要である。 

浄化槽に関しては、先進的な省エネルギー性能を有する家庭用浄化槽の導入やエネル

ギー効率の低い既存の中・大型浄化槽の交換等を推進すること等により、家庭用浄化槽

や中・大型浄化槽の省エネ化を促進し浄化槽システム全体の低炭素化を図ることが必要

である。 

 

（４） 廃棄物系バイオマスの利活用の推進 

生ごみ、木くず、し尿処理汚泥、浄化槽汚泥等の廃棄物系バイオマスの利活用は、循

環型社会や地域循環共生圏の形成のために重要である。加えて、温室効果ガスの排出削

減により気候変動対策にも資することから、地域へのエネルギー供給を図る観点も含め

て、地域特性に応じて、ごみ飼料化施設、ごみ堆肥化施設、燃料化施設、メタンを高効

率に回収する施設等の廃棄物系バイオマスの利活用のための施設の整備を推進する。 

この際、例えば、民間事業者や他の社会インフラ施設等との連携による効率的、効果

的な施設整備及び運営、他の未利用バイオマスを一括して堆肥化・メタン発酵等を行う

混合処理、メタンを高効率に回収する施設と一定以上の熱回収率を有する廃棄物焼却施

設とを組み合わせて、できる限りエネルギーを回収しつつ、メタン発酵により生成され

る消化液についてもできる限り肥料として利用するといった多段階的な利用を含め、効

率的な廃棄物系バイオマスの利活用を進める。 

また、廃棄物系バイオマスの利活用のための施設において、廃棄物系バイオマスの利

活用が効率的に行えるよう、分別・収集の効率化を図る。 
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（５） 災害対策の強化 

東日本大震災においては、地震に加え、津波により、大量に発生した災害廃棄物の円

滑な処理体制の構築が大きな課題となった。また、一部の廃棄物処理施設においては、

復旧に時間を要し、通常どおりの廃棄物処理を行うことが困難な事態となった。 

その後も、豪雨による水害・土砂災害、大規模な地震等、我が国では毎年のように大

規模災害が発生している。また、今後も、南海トラフ巨大地震や首都直下地震などの発

生が懸念されており、廃棄物処理施設が被災した場合の生活ごみやし尿の処理の継続性

の確保や大量に発生する災害廃棄物の処理が大きな課題の一つである。 

これらを踏まえ、様々な規模及び種類の災害に対応できるよう、公共の廃棄物処理施

設を、通常の廃棄物処理に加え、災害廃棄物を適正かつ円滑・迅速に処理するための拠

点と捉え直し、平素より廃棄物処理の広域的な連携体制を築いておく必要がある。その

際、大規模な災害が発生しても一定期間で災害廃棄物の処理が完了するよう、広域圏ご

とに一定程度の余裕をもった焼却施設及び最終処分場の能力を維持する等、代替性及び

多重性を確保しておくことが重要である。 

地域の核となる廃棄物処理施設においては、地震や水害等によって稼働不能とならな

いよう、施設の耐震化、地盤改良、浸水対策等を推進し、廃棄物処理システムとしての

強靱性を確保する。これにより、地域の防災拠点として、特に焼却施設については、大

規模災害時にも稼動を確保することにより、自立分散型の電力供給や熱供給等の役割も

期待できる。 

また、市町村においては、平時の備えとして、廃棄物処理施設の整備状況を前提条件

として、災害廃棄物の仮置場の候補地の選定を含めた災害廃棄物処理計画を策定すると

ともに、災害協定の締結等を含めた、関係機関及び関係団体との連携体制の構築や、燃

料や資機材等の備蓄、関係者との災害時における廃棄物処理に係る訓練等を通じて、収

集運搬から処分まで、災害時の円滑な廃棄物処理体制の確保に努める。 

さらに、都道府県においては、都道府県内や、都道府県域を越える広域的な廃棄物処

理体制の構築に向け、廃棄物処理施設の整備状況を把握するとともに、関係地方公共団

体、関係機関及び関係団体との災害協定の締結等の連携体制の構築を進めるものとする。

また、関係者との災害時における廃棄物処理に係る訓練等を通じて、災害時の広域的な

廃棄物処理体制の確保に努める。 

浄化槽に関しては、災害対応力を高めるため、浄化槽整備区域内の防災拠点となる公

共施設や避難所において災害時に自立的な用水の確保を行いつつ、老朽化した単独処理

浄化槽の転換を含む浄化槽の整備を進めることが必要である。 
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（６） 地域に新たな価値を創出する廃棄物処理施設の整備 

近年、廃棄物処理施設は、廃棄物の適正な循環的利用及び適正な処分のための機能に

加え、廃棄物エネルギーを高効率に回収することによる地域のエネルギーセンターとし

ての機能や、処理工程の見学など環境教育・環境学習の場としての機能等を有している。

このような特長を十分活かし、今後の廃棄物処理施設整備に当たっては、生活環境の保

全及び公衆衛生の向上という観点にとどまらず、人口減少等の社会状況の変化や地域の

課題に対応し、廃棄物処理施設の地域社会インフラとしての機能を一層高め、地域に新

たな価値を創出する廃棄物処理施設の整備を進めることが重要である。 

このため、廃棄物処理手法の選択及び廃棄物処理施設の整備に当たっては、生活環境

の保全及び公衆衛生の向上という観点に加え、循環型社会と低炭素社会や自然共生社会

との統合的実現の観点も踏まえ、廃棄物の地域特性及び技術の進歩、地域振興、雇用創

出、環境教育・環境学習の場としての活用、高齢者を含めた地域住民の福祉の向上等の

効果について考慮し、地域に多面的な価値をもたらす廃棄物処理施設の整備を進めるこ

ととする。 

例えば、廃棄物処理施設で回収したエネルギーを電気や熱として活用することによる

地域産業の振興、自立分散型電源である廃棄物発電施設等のネットワーク化による廃棄

物エネルギーの安定供給及び高付加価値化、災害時の防災拠点としての活用、循環資源

に関わる民間事業者等との連携による循環資源の有効利用の推進、地域住民を対象とし

た環境教育・環境学習機会の提供など、地域の特性に応じて、地域の課題解決や地域活

性化に貢献することが考えられる。 

また、このような施設整備の推進に当たっては、地方公共団体、民間事業者、地域住

民が積極的に参画し、関係主体が一体的に検討できる事業体制を構築することが効果的

である。さらに、工業団地や農業団地の造成・誘致事業などとの連携を積極的に進める

とともに、地域への価値創出の効果について明らかにすることで、産業誘致型の立地選

定プロセスを採ることも考えられる。 

 

（７） 地域住民等の理解と協力の確保 

以上の具体的な方向性について、地域の特性や必要性に応じた一般廃棄物処理施設の

整備を進めていくためには、地域住民等の理解を得ることが基盤となる。 

このため、廃棄物処理施設の整備に当たっては、施設の安全性や環境配慮に関する情

報だけでなく、廃棄物処理システム構築に伴う生活環境の保全及び公衆衛生の向上並び

に資源の有効利用、温室効果ガスの排出抑制等の環境負荷低減に加え、災害時の対応、

地域振興、雇用創出、環境教育・環境学習等の効果について住民や事業者に対して明確
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に説明し、理解と協力を得るよう努めるものとする。 

また、市町村は、日常的な施設見学の受入や稼働状況に係わる頻繁な情報更新など、

日頃から一般廃棄物処理に係る行政サービスに関する情報発信及び住民理解の確保等に

努め、地域住民等との信頼関係を構築しておくことが重要である。 

さらに、生活環境影響調査や住民等の意見聴取等について、廃棄物処理法、環境影響

評価法（平成９年法律第８１号）又は地方公共団体が定める関係条例に規定する手続に

則り的確に実施する。 

 

（８） 廃棄物処理施設整備に係る工事の入札及び契約の適正化 

廃棄物処理施設の整備に当たっては、公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関す

る法律（平成１２年法律第１２７号。以下「公共工事入札適正化法」という。）、公共工

事の品質確保の促進に関する法律（平成１７年法律第１８号。以下「公共工事品質確保

法」という。）等に基づき、競争性と透明性が高く、公正・公平性が確保されるよう契約

され、長期的かつ総合的に品質と価格で優れた工事が施工されることが求められている。 

このため、公共工事入札適正化法の趣旨を踏まえ、入札及び契約の透明性・競争性の

向上、不正行為の排除の徹底及び公共工事の適正な施工の確保を図るとともに、公共工

事品質確保法に基づき、総合評価落札方式の導入を推進する。 

また、地方公共団体等に対し、「一般廃棄物会計基準」（２００７年６月策定）の普及

に努めるとともに、廃棄物処理施設整備に係る工事関係文書等の標準化、電子化、電子

調達システムの導入等の実施を促す。 

併せて、国等における温室効果ガス等の排出の削減に配慮した契約の推進に関する法

律（平成１９年法律第５６号）の趣旨を踏まえ、温室効果ガス等の排出の削減に配慮し

た契約の推進に努めるものとする。 



 12 

３．廃棄物処理施設整備事業の実施に関する重点目標及びその達成のため効果的かつ効

率的に実施すべき事業の概要 

整備計画の計画期間中の廃棄物処理施設の整備については、次のとおり重点目標を設

定し、その達成に向けて効果的かつ効率的な事業執行を推進する。 

 

全体目標：生活環境の保全及び公衆衛生の向上を前提として、さらに資源循環及び気候

変動対策の観点から、廃棄物等の適正な循環的利用及び適正な処分のための

施設等を整備し、循環型社会及び低炭素社会の形成を統合的に推進する。 

 

注）表中のごみ及び一般廃棄物最終処分場に係る指標値は、廃棄物処理法基本方針及び

循環基本法第１５条に基づく循環型社会形成推進基本計画に即して設定したもので

ある。 

 

目標及び指標 事業の概要 

ごみの発生量を減らし、適正な循環的

利用を推進するとともに、減量効果の高

い処理を行い、最終処分量を削減し、着実

に最終処分を実施する。 

 

 

 

 

 

ごみのリサイクル率（一般廃棄物の

出口側の循環利用率） 

    ２１％（２０１７年度見込み） 

  →２７％（２０２２年度） 

 

※一般廃棄物の排出量に対する循環

利用量の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

循環型社会の構築を目指し、環境へ

の負荷の低減に留意しつつ、ごみの適

正な循環的利用を推進するため、容器

包装に係る分別収集及び再商品化の促

進等に関する法律（平成７年法律第１

１２号）に基づく施策等を適切に展開

することができるよう、ごみの種類に

応じた分別収集体制の構築を図るため

のストックヤード、リサイクルプラザ

等のリサイクル施設について、地域の

特性を活かした適切な整備を推進す

る。 

なお、この目標の評価に当たっては、

民間事業者等によるものも含めた地域

全体におけるリサイクルの推進状況を

考慮することも必要である。 
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一般廃棄物最終処分場の残余年数 

２０１７年度の水準（２０年

分）を維持する。 

ごみのリサイクルや減量化を推進し

た上でなお残る廃棄物について、生活

環境の保全上支障が生じないよう適切

に処分するため、最終処分場の設置又

は改造、既埋立物の減容化等により一

般廃棄物の最終処分場の整備を推進す

る。 

焼却せざるを得ないごみについては、

焼却時に高効率な発電を実施し、回収エ

ネルギー量を確保する。 

 

 

 

期間中に整備されたごみ焼却施設の

発電効率の平均値 

 １９％（２０１７年度見込み） 

→２１％（２０２２年度） 

 

循環基本法に基づくごみの適正な循

環的利用及び適正な処分の基本原則に

基づいた上で、焼却せざるを得ない廃

棄物について、近年の熱回収技術の進

展を踏まえ、廃棄物エネルギーの効率

的な回収を通じた地域の廃棄物処理シ

ステムにおける温室効果ガスの排出削

減を推進する。 

 廃棄物エネルギーを地域を含めた外

部に供給している施設の割合 

 ４０％（２０１７年度見込み） 

→４６％（２０２２年度） 

地域のエネルギーセンターとして、

回収した廃棄物エネルギーを電気・熱

として地域に供給し、地域に新たな価

値を創出する廃棄物処理施設の整備を

推進する。 

し尿及び生活雑排水の処理を推進し、

水環境の保全を図る。 

 

 

 

浄化槽整備区域内の浄化槽人口普及

率 

    ５３％（２０１７度見込み） 

→７０％（２０２２年度） 

 

効率的な汚水処理施設整備を進める

ため、下水道、農業集落排水施設等との

適切な役割分担の下、面的整備の一層

の推進を図る。また、地域の状況に応じ

て高度処理型浄化槽の普及を図る。 

 浄化槽整備区域内の合併処理浄化槽

の基数割合 

    ６２％（２０１７年度見込み） 

→７６％（２０２２年度） 

残存する単独処理浄化槽について、

合併処理浄化槽への転換を推進する。

特に、老朽化した単独処理浄化槽、公共

所有の単独処理浄化槽について、重点
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的に転換を実施する。 

 省エネ型浄化槽の導入によるＣＯ２

排出削減量 

    ５万トンＣＯ２ 

（２０１７年度見込み） 

→１２万トンＣＯ２ 

（２０２２年度） 

（補助指標：先進的省エネ型浄化槽

導入基数） 

    家庭用１７万基、中・大型７千基 

（２０１７年度見込み） 

→家庭用４２万基、中・大型１８千

基（２０２２年度） 

先進的省エネ浄化槽を導入するとと

もに、家庭用浄化槽や中・大型浄化槽の

省エネ化を促進し、浄化槽システム全

体の低炭素化を図る。 

産業廃棄物の適正な処理を推進する。 産業廃棄物の処理については、廃棄

物処理センター等の公共関与による処

理施設の維持管理の適正化を支援し、

信頼性の高い事業運営を推進する。 

ＰＣＢ廃棄物の確実かつ適正な処理を

推進する。 

高濃度ＰＣＢ廃棄物については、中

間貯蔵・環境安全事業株式会社による

拠点的広域処理施設の維持管理を支援

し、期限内処理に向けた施策を推進す

る。 

石綿含有廃棄物の適正な処理を推進す

る。 

石綿含有廃棄物については、今後建

築物の解体等に伴い大量に排出される

ことが予想されることから、処理の過

程で適切な対策と十分な管理を行いつ

つ、適正に処理を行う。 

水銀含有廃棄物の適正な処理を推進す

る。 

水銀含有廃棄物については、「水銀に

関する水俣条約」を踏まえた改正政令

等に基づき、適正な処理を推進する。 




